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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが２５０～３００ｎｍである光学異方性層
Ａと、波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが１２５～１５０ｎｍである光学異方
性層Ｂとを少なくとも有する長尺の積層体からなり、光学異方性層Ａ又はＢのいずれか一
方が、熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた光学異方性フィルムであり、他の一方が
液晶化合物の固定化膜からなり、
前記光学異方性フィルムからなる層は、その遅相軸と当該光学異方性フィルムの幅方向と
のなす角度が５～４５度の範囲にあり、
前記液晶化合物の固定化膜からなる層は、その遅相軸と当該積層体の幅方向とのなす角度
が１～８９度の範囲にあり、
かつ、光学異方性層ＡとＢの互いの遅相軸のなす角度が５０～７０度の範囲になるように
積層されたものであることを特徴とする広帯域１／４波長板原反。
【請求項２】
　前記光学異方性フィルムは、その遅相軸と当該フィルムの幅方向とのなす角度が１０～
２０度の範囲にあることを特徴とする請求項１に記載の広帯域１／４波長板原反。
【請求項３】
　前記光学異方性フィルムと、この光学異方性フィルム上に、該光学異方性フィルムの遅
相軸とのなす角度が５０～７０度となる方向に配向処理されて形成された配向膜と、この
配向膜上に形成された前記晶化合物の固定化膜とからなる請求項１または２に記載の広帯
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域１／４波長板原反。
【請求項４】
　前記光学異方性層Ａは、熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた光学異方性フィルム
であり、
前記光学異方性層Ｂは、液晶化合物の固定化膜である、請求項１～３のいずれかに記載の
広帯域１／４波長板原反。
【請求項５】
熱可塑性樹脂フィルムを連続的に延伸して得られたものであって、波長５５０ｎｍで測定
したレターデーションが２５０～３００ｎｍの範囲にあり、かつその遅相軸と当該フィル
ムの幅方向とのなす角度が５～４５度の範囲である長尺の光学異方性フィルム上に、
前記光学異方性フィルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０度となる方向に配向処理され
た配向膜を形成し、
該配向膜上に波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが１２５～１５０ｎｍであって
、かつその遅相軸が当該光学異方性フィルムの幅方向とのなす角度が１～８９度の範囲で
ある液晶化合物の固定化膜を形成する広帯域１／４波長板原反の製造方法。
【請求項６】
　前記光学異方性フィルムの遅相軸とフィルムの幅方向とのなす角度が１０～２０度の範
囲にあるものである請求項５に記載の長尺の広帯域１／４波長板原反の製造方法。
【請求項７】
　請求項１～４のいずれかに記載の広帯域１／４波長板原反に、偏光層を積層してなる長
尺の広帯域円偏光板原反。
【請求項８】
　請求項７に記載の広帯域円偏光板原反を裁断して得られる広帯域円偏光板を備える表示
装置。
【請求項９】
　請求項１～４のいずれかに記載の広帯域１／４波長板原反に、円偏光分離層を積層して
なる長尺の光学素子原反。
【請求項１０】
　請求項９に記載の光学素子原反を裁断して得られる光学素子を備える偏光光源装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の偏光光源装置を備える液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、使用する波長領域全体で１／４波長の位相差を与える、長尺の広帯域１／４波
長板原反及びその製造方法、この広帯域１／４波長板原反を用いる広帯域円偏光板原反、
光学素子原反並びに表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
使用する光の波長に対し１／４の位相差を発現する１／４波長板、及び１／４波長板と直
線偏光板を積層して得られる円偏光板は、液晶ディスプレイなどのディスプレイ装置用の
光学部材などの多くの用途に使用されている。なかでも、使用する波長領域全体で１／４
波長の位相差を発現する広帯域１／４波長板原反及び広帯域円偏光板は、フルカラーディ
スプレイ用の光学部材として有用である。
【０００３】
従来、このような広帯域性を有する１／４波長板を得る方法としては、高分子延伸フィル
ムからなる２枚の位相差フィルムを、互いの遅相軸（面内で屈折率が最大になる方向）が
特定の角度で交差するようにして積層する方法が知られている（特許文献１～４）。
【０００４】
しかしながら、このような方法で広帯域１／４波長板を得るためには、２枚の位相差フィ
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ルムをカットして得られるチップを遅相軸の交差角を合わせるように積層しなければなら
ず、種々のサイズのディスプレイ用の部材に用いる場合、位相差フィルムのチップを作成
する段階から複数のサイズのものを作成する必要があり、工程が煩雑となりコストが増大
する要因となっていた。また、上記の方法で得られる広帯域１／４波長板と直線偏光板を
積層して広帯域偏光板を得ようとする場合、偏光板の偏光透過軸及び２枚の位相差フィル
ムの遅相軸とが、各々互いに特定の角度で交差するように積層する必要があり、さらに工
程が煩雑になっていた。
【０００５】
【特許文献１】
特開平５－２７１１８号公報
【特許文献２】
特開平５－１００１１４号公報
【特許文献３】
特開平１０－６８８１６号公報
【特許文献４】
特開平１０－９０５２１号公報
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記した従来技術の実情に鑑みてなされたものであり、十分な広帯域性を有し
、あらゆるサイズへの対応が可能である長尺の広帯域１／４波長板原反、及び該１／４波
長板原反を効率よく、低コストで製造する方法、この広帯域１／４波長板原反を用いる広
帯域円偏光板原反、光学素子原反並びに表示装置を提供することを課題とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、i)熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた、所定のレターデーションを
有する長尺の光学異方性フィルムの表面に配向膜を形成し、該配向膜上に、所定のレター
デーションを有する位相差層として機能する液晶化合物の固定化膜を形成することにより
、広帯域１／４波長板として優れた機能を有する長尺の積層フィルム（広帯域１／４波長
板原反）が連続的に効率よく得られること、ii)得られた長尺の広帯域１／４波長板原反
に長尺の偏光層をロール・トゥ・ロールで積層することにより、光学特性に優れる長尺の
広帯域円偏光板原反及びこれを所定の大きさ、形状に裁断して得られる広帯域円偏光板を
用いる表示装置が効率よく得られること、及び、iii）得られた広帯域１／４波長板原反
に円偏光分離層を積層することで、輝度向上効果に優れる光学素子原反及びこの光学素子
原反を所定の大きさ、形状に裁断して得られる光学素子を用いる偏光光源装置及び液晶表
示装置を効率よく製造することができることを見出し、本発明を完成するに到った。
【０００８】
かくして本発明の第１によれば、波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが２５０～
３００ｎｍである光学異方性層Ａと、波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが１２
５～１５０ｎｍである光学異方性層Ｂとを少なくとも有する長尺の積層体からなり、光学
異方性層Ａ又はＢのいずれか一方が、熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた光学異方
性フィルムであり、他のもう一方が液晶化合物の固定化膜からなるものである、広帯域１
／４波長板原反が提供される。
【０００９】
本発明の広帯域１／４波長板原反は、光学異方性層Ａ及びＢのいずれも、その遅相軸と積
層体の幅方向とのなす角度が１～８９度の範囲にあり、光学異方性層ＡとＢの互いの遅相
軸のなす角度が５０～７０度の範囲になるように積層されたものであることが好ましい。
本発明の広帯域１／４波長板原反においては、光学異方性層Ａが熱可塑性樹脂フィルムを
延伸して得られ、その遅相軸と積層体の幅方向とのなす角度が１０～２０度の範囲にある
ことが好ましい。
【００１０】
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本発明の第２によれば、（i）熱可塑性樹脂フィルムを連続的に延伸して得られた、波長
５５０ｎｍで測定したレターデーションが２５０～３００ｎｍの範囲にある長尺の光学異
方性フィルム上に、該光学異方性フィルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０度となる方
向に配向処理された配向膜を形成し、該配向膜上に波長５５０ｎｍで測定したレターデー
ションが１２５～１５０ｎｍである液晶化合物の固定化膜を形成する、又は（ii）熱可塑
性樹脂フィルムを連続的に延伸して得られた、波長５５０ｎｍで測定したレターデーショ
ンが１２５～１５０ｎｍの範囲にある長尺の光学異方性フィルム上に、該光学異方性フィ
ルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０度となる方向に配向処理された配向膜を形成し、
該配向膜上に波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが２５０～３００ｎｍである液
晶化合物の固定化膜を形成する、のいずれかである、長尺の広帯域１／４波長板原反の製
造方法が提供される。
【００１１】
本発明の長尺の広帯域１／４波長板原反の製造方法においては、熱可塑性樹脂フィルムを
連続的に延伸して得られた長尺の光学異方性フィルムの、波長５５０ｎｍで測定したレタ
ーデーションが２５０～３００ｎｍであり、かつその遅相軸とフィルムの幅方向とのなす
角度が１０～２０度の範囲にあるものであることが好ましい。
【００１２】
本発明の第３によれば、本発明の広帯域１／４波長板原反に偏光層を積層してなる長尺の
広帯域円偏光板原反が提供される。
本発明の第４によれば、本発明の広帯域円偏光板原反を所定の大きさ、形状に裁断して得
られる広帯域円偏光板を備える表示装置が提供される。
本発明の第５によれば、本発明の広帯域１／４波長板原反に、円偏光分離層を積層してな
る長尺の光学素子原反が提供される。
本発明の第６によれば、本発明の光学素子原反を所定の大きさ、形状に裁断して得られた
光学素子を備える偏光光源装置が提供される。
また、本発明の第７によれば、本発明の偏光光源装置を備える液晶表示装置が提供される
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について詳細に説明する。
１）広帯域１／４波長板原反
本発明の広帯域１／４波長板原反は、波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが２５
０～３００ｎｍである光学異方性層Ａと、波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが
１２５～１５０ｎｍである光学異方性層Ｂとを少なくとも有する長尺の積層体からなり、
光学異方性層Ａ又はＢのいずれか一方が、熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた光学
異方性フィルムであり、他の一方が液晶化合物の固定化膜からなるものであることを特徴
とする。
【００１４】
ここで、レターデーションが２５０～３００ｎｍの範囲にあるということは、波長５５０
ｎｍで実質的に１／２波長の位相差を与える１／２波長板の機能を有するという意味であ
る。また、レターデーションが１２５～１５０ｎｍの範囲にあるということは、波長５５
０ｎｍで実質的に１／４波長の位相差を与える１／４波長板の機能を有するという意味で
ある（以下、各々１／２波長板、１／４波長板と呼ぶ。この場合の１／４波長板は本発明
の広帯域１／４波長板と区別して用いる）。
【００１５】
また、本発明でいう広帯域１／４波長板は、使用する波長領域全体、例えば可視光領域の
４３０～６８０ｎｍの全域で実質的に１／４波長の位相差を与える１／４波長板のことで
ある。ここで、実質的に１／４波長の位相差を与えるとは、波長λでのレタ－デーション
Ｒｅと波長λの比Ｒｅ／λが０．２２～０．２８、好ましくは０．２３～０．２７、より
好ましくは０．２４～０．２６の範囲にあるという意味である。
【００１６】
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（１）光学異方性フィルム
本発明の広帯域１／４波長板原反に用いる光学異方性フィルムは、熱可塑性樹脂からなる
フィルムを延伸して得られる。熱可塑性樹脂フィルムを構成する熱可塑性樹脂としては、
透明性の良好なものであれば特に制限されず、脂環式構造含有重合体樹脂、オレフィン系
重合体、ポリカーボネート系重合体、ポリエステル系重合体、ポリスルホン系重合体、ポ
リエーテルスルホン系重合体、ポリスチレン系重合体、ポリオレフィン系重合体、ポリビ
ニルアルコール系重合体、酢酸セルロース系重合体、ポリ塩化ビニル系重合体、ポリメタ
クリレート系重合体等が挙げられる。これらの中でも、吸湿性が小さく、吸湿による寸法
変化や、それに起因する光学特性の変化が小さいことから、脂環式構造含有重合体樹脂、
オレフィン系重合体が好ましく、得られる光学異方性フィルムのレターデーションの波長
分散性を小さくできる点から、脂環式構造含有重合体樹脂がより好ましい。
【００１７】
脂環式構造含有重合体樹脂は、重合体樹脂の繰り返し単位中に脂環式構造を有するもので
ある。本発明においては、主鎖中に脂環式構造を有する重合体樹脂及び側鎖に脂環式構造
を有する重合体樹脂のいずれも用いることができる。
【００１８】
脂環式構造としては、シクロアルカン構造、シクロアルケン構造等が挙げられるが、熱安
定性等の観点からシクロアルカン構造が好ましい。脂環式構造を構成する炭素数に特に制
限はないが、通常４～３０個、好ましくは５～２０個、より好ましくは５～１５個である
。脂環式構造を構成する炭素原子数がこの範囲にあると、耐熱性及び柔軟性に優れた延伸
フィルムが得られる。
【００１９】
脂環式構造を有する重合体樹脂中の脂環式構造を有する繰り返し単位の割合は、使用目的
に応じて適宜選択されるが、通常５０重量％以上、好ましくは７０重量％以上、より好ま
しくは９０重量％以上である。脂環式構造を有する繰り返し単位が過度に少ないと耐熱性
が低下し好ましくない。脂環式構造含有重合体樹脂における脂環式構造を有する繰り返し
単位以外の繰り返し単位は、使用目的に応じて適宜選択される。
【００２０】
脂環式構造含有重合体樹脂としては、（ａ）ノルボルネン系重合体、（ｂ）単環の環状オ
レフィン系重合体、（ｃ）環状共役ジエン系重合体、（ｄ）ビニル脂環式炭化水素重合体
、及びこれらの水素添加物等が挙げられる。これらの中でも、透明性や成形性の観点から
、ノルボルネン系重合体がより好ましい。
【００２１】
ノルボルネン系重合体としては、具体的にはノルボルネン系モノマーの開環重合体、ノル
ボルネン系モノマーと開環共重合可能なその他のモノマーとの開環共重合体、及びそれら
の水素添加物、ノルボルネン系モノマーの付加重合体、ノルボルネン系モノマーと共重合
可能なその他のモノマーとの付加型共重合体等が挙げられる。これらの中でも、透明性の
観点から、ノルボルネン系モノマーの開環重合体水素添加物が最も好ましい。
上記の脂環式構造含有重合体樹脂は、例えば特開２００２－３２１３０２号公報等に開示
されている公知の重合体である。
【００２２】
本発明に用いる長尺の光学異方性フィルムは、上記樹脂からなる未延伸フィルムを実質的
に一軸延伸することにより得られる。
未延伸フィルムは、樹脂をフィルム状に成形することにより得ることができる。樹脂をフ
ィルム状に成形する方法としては特に制約されず、公知の成形法を採用できる。例えば、
加熱溶融成形法、溶液流延法等が挙げられるが、生産性やフィルム中に溶剤などの揮発性
成分を残留させないという観点から、加熱溶融成形法が好ましい。
【００２３】
加熱溶融成形法は、溶融押出成形法、プレス成形法、インフレーション法、射出成形法、
ブロー成形法等に分類できる。これらの中で、機械的強度及び表面精度等に優れる延伸フ
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ィルムを得るためには、溶融押出成形法を用いるのが好ましい。
成形条件は使用目的や成形方法により適宜選択されるが、溶融押出成形法による場合は、
シリンダー温度を、好ましくは１００～６００℃、より好ましくは１５０～３５０℃の範
囲とする。
【００２４】
未延伸フィルムの厚みは、得られる延伸フィルムの使用目的等に応じて適宜選定すること
ができる。安定した延伸処理により均質な延伸フィルムを得る上では、１０～３００μｍ
であるのが好ましく、３０～２００μｍであるのがより好ましい。
【００２５】
また、未延伸フィルムを製造する場合には、本発明の目的を阻害しない範囲内で、他の添
加剤を添加することができる。用いる他の添加剤としては、無機微粒子、滑剤、可塑剤、
劣化防止剤、酸化防止剤等が挙げられる。
【００２６】
未延伸フィルムを延伸する方法は実質的に一軸延伸を行なう方法であれば特に制限はなく
、従来公知の方法を採用できる。延伸する方法としては、ロール間の周速の差を利用して
縦方向に一軸延伸する方法や、テンター延伸機を用いて横方向に一軸延伸する方法、縦横
方向の延伸倍率の異なるアンバランス二軸延伸等の多軸延伸する方法などが挙げられる。
【００２７】
また、本発明の広帯域１／４波長板原反を裁断して得られる広帯域１／４波長板を使用す
る光学装置の設計上の必要性等から、１／４波長板の遅相軸（積層体としての合成の遅相
軸）の方向を任意に設定したい場合、延伸時に延伸配向方向をフィルムの幅方向から傾斜
させることが可能な、いわゆる斜め延伸処理を行なうことも可能である。傾斜角度は１～
８９度の範囲内で、所望の角度を選択することができるが、通常は５～４５度の範囲であ
る。
【００２８】
特に、本発明の広帯域１／４波長板原反にさらに偏光層をロール・トゥ・ロールで連続的
に積層して長尺の広帯域円偏光板原反とする場合、光学異方性フィルムの遅相軸は偏光層
の偏光透過軸（通常偏光層の幅方向）と特定の角度で交差するように積層する必要がある
。即ち、長尺の光学異方性フィルムの遅相軸をフィルムの幅方向から特定の角度に傾斜さ
せるように、斜め延伸を行なう必要がある。光学異方性フィルムが１／２波長板である場
合、その傾斜角度はフィルム幅方向から１０～２０度、好ましくは１３～１７度の範囲で
あり、１／４波長板である場合は７０～８０度、好ましくは７３～７７度の範囲である。
レターデーションや配向軸の制御を精度良く行なえるという点から、光学異方性フィルム
が１／２波長板であることが好ましい。
【００２９】
斜め延伸する方法としては、その幅方向に対して角度１～８９度の方向に連続的に延伸し
て、ポリマーの配向軸を所望の角度に傾斜させることができるものであれば特に制約され
ず、公知の方法を採用できる。例えば、特開昭５０－８３４８２号公報、特開平２－１１
３９２０号公報、特開平３－１８２７０１号公報、特開２０００－９９１２号公報、特開
２００２－８６５５４号公報、特開２００２－２２９４４号公報等に記載されたものが挙
げられる。
【００３０】
延伸するときの温度は、前記未延伸フィルムを構成する樹脂のガラス転移温度をＴｇとす
ると、通常、（Ｔｇ－３０）℃から（Ｔｇ＋６０）℃の間、好ましくは（Ｔｇ－１０）℃
から（Ｔｇ＋５０）℃、より好ましくはＴｇ℃から（Ｔｇ＋２０）℃の温度範囲である。
また、延伸倍率は、通常、１．０１～３０倍、好ましくは１．０１～１０倍、より好まし
くは１．０１～５倍である。
【００３１】
本発明の広帯域１／４波長板原反において、可視光の広い領域で実質的に１／４波長の位
相差を与えるようにするためには、光学異方性フィルムのレターデーションの波長分散性
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が小さいことが好ましい。具体的には波長４５０ｎｍで測定したレターデーション〔Ｒｅ
（４５０）〕と、波長５５０ｎｍで測定したレターデーション〔Ｒｅ（５５０）〕との比
Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）が１．０５以下であることが好ましく、１．０１以下で
あることが特に好ましい。
【００３２】
また、光学異方性フィルムの飽和吸水率は、好ましくは０．１％以下、より好ましくは０
．０１％以下であり、残留揮発成分量は好ましくは０．１重量％以下、より好ましくは０
．０１重量％以下である。光学異方性フイルムの吸湿性が大きい場合や残留揮発成分量が
多い場合、使用中に光学性能が劣化するおそれがある。
【００３３】
本発明の広帯域１／４波長板原反において、延伸後のフィルムの厚さは、好ましくは５～
２７０μｍ、さらに好ましくは１０～２７０μｍである。ただし、延伸後のフィルムの厚
みは、延伸前のフィルムの厚さや延伸倍率によって決定される。
【００３４】
（２）液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層
本発明の広帯域１／４波長板原反に用いる液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層は
、液晶性を示し、重合開始剤又は架橋剤の存在下、紫外線又は熱により重合もしくは架橋
する性質を有する低分子量又は高分子量の液晶化合物、あるいはそれらの混合物を、実質
的に均一に配向させた状態で重合又は架橋反応により固定化させて得られるものである。
【００３５】
用いる液晶化合物としては、棒状液晶性化合物又はディスコティック液晶性化合物、ある
いはこれらの混合物を用いることができる。
棒状液晶性化合物としては、アゾメチン類、アゾキノン類、シアノビフェニル類、シアノ
フェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル
類、シアノフェニルシクロヘキサン類、トラン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、ア
ルコキシ置換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、アルケニルシクロヘキシル
ベンゾニトリル類などが挙げられる。また、以上のような低分子液晶化合物だけでなく、
高分子棒状液晶化合物も用いることができる。棒状液晶性化合物の具体例としては、特開
平７－２９４７３５号公報及び特開平８－２８３７４８号公報に記載されている重合性液
状組成物等が挙げられる。
【００３６】
ディスコティック液晶性化合物としては、種々の文献（例えば、Ｃ．Ｄｅｓｒａｄｅ　ｅ
ｔ　ａｌ．，Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｒ．Ｌｉｑ．Ｃｒｙｓｔ．，ｖｏｌ．７１，ｐａｇｅ１１
１（１９８１年）；日本化学会編、季刊化学総説、Ｎｏ．２２，液晶の化学、第５章第１
０章第２節（１９９４年）；Ｂ．Ｋｏｈｎｅ　ｅｔａｌ．，ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏ
ｃ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍ．ｐａｇｅ１７９４（１９８５年）；Ｊ．Ｚｈａｎｇ　ｅｔａｌ
．，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，ｖｏｌ．１１６，ｐａｇｅ２６５５（１９９４年）
；等）に記載されたものが挙げられる。ディスコティック液晶性化合物の重合については
、特開平８－２７２８４号公報に記載がある。ディスコティック液晶性化合物を重合によ
り固定するためには、ディスコティック液晶性化合物の円盤状コアに、連結基を介して重
合性基を結合させる必要がある。このようなディスコティック液晶性化合物としては、例
えば、特開２０００－２８４１２６号公報に記載されたものが挙げられる。
【００３７】
光学異方性層を構成する液晶化合物は所定の方向に均一に配向していることが好ましい。
配向方向は、光学異方性フィルムの遅相軸とのなす方向が５０～７０度の範囲、好ましく
は５５～６５度、より好ましくは５８～６７度の範囲で交差するように設定される。
【００３８】
また、液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層のレターデーションは、前記光学異方
性フイルムが１／２波長板である場合は１／４波長板の機能を有する範囲（すなわち波長
５５０ｎｍで１２５～１５０ｎｍ）であり、前記光学異方性フイルムが１／４波長板であ
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る場合は１／２波長板の機能を有する範囲（同２５０～３００ｎｍ）である。例えば、前
記のように光学異方性フィルムが１／２波長板であり、その遅相軸と幅方向とのなす角度
が１０～２０度である場合、液晶化合物の配向方向は幅方向に対して７０～８０度の角度
であり、その固定化膜からなる光学異方性層は１／４波長板の機能を有する。
【００３９】
液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層の厚みは特に制限されないが、入射光に対し
て１／４波長の位相差を与える１／４波長板として十分な機能を付与する上では、通常０
．５～５０μｍであるのが好ましい。液晶化合物の固定化膜の種類と液晶化合物の固定化
膜層の厚みを所定のものに設定することで、液晶化合物の固定化膜の層からなる１／４波
長板を得ることができる。
【００４０】
（３）広帯域１／４波長板原反
本発明の広帯域１／４波長板原反は位相差ムラが少なく、光学特性の安定性に優れている
。本発明の広帯域１／４波長板は長尺の積層体であり、このものは所定の大きさ及び形状
のチップに切り出した広帯域１／４波長板として、液晶表示装置用の部材などに使用する
ことができる。
【００４１】
本発明の広帯域１／４波長板原反の構造断面図を図１に示す。図１に示す広帯域１／４波
長板原反（１０）は、熱可塑性樹脂を延伸して得られた光学異方性フィルムからなる長尺
の１／２波長板（１１）上に配向膜（１２）が形成され、さらにその上に液晶化合物の硬
化膜からなる１／４波長板（１３）が積層された構造を有する。
【００４２】
２）広帯域１／４波長板原反の製造方法
本発明の広帯域１／４波長板原反の製造方法は、長尺の光学異方性フィルム上に、その遅
相軸の方向から５０～７０度の方向に配向処理された配向膜を形成する工程と、該配向膜
上に液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層を形成する工程とを有することを特徴と
する。
【００４３】
本発明の広帯域１／４波長板原反の製造方法においては、長尺の光学異方性フィルムとし
て、(i)熱可塑性樹脂フィルムを連続的に延伸して得られたものであって、波長５５０ｎ
ｍで測定したレターデーションが２５０～３００ｎｍの範囲にあるもの、又は(ii)熱可塑
性樹脂フィルムを連続的に延伸して得られた、波長５５０ｎｍで測定したレターデーショ
ンが１２５～１５０ｎｍの範囲にあるものを用いる。
【００４４】
(i)の光学異方性フィルムを用いる場合には、該光学異方性フィルム上に、光学異方性フ
ィルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０度となる方向に配向処理された配向膜を形成し
、該配向膜上に波長５５０ｎｍで測定したレターデーションが１２５～１５０ｎｍである
液晶化合物の固定化膜を形成する。また、（ii）の光学異方性フィルムを用いる場合には
、該該光学異方性フィルム上に、光学異方性フィルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０
度となる方向に配向処理された配向膜を形成し、該配向膜上に波長５５０ｎｍで測定した
レターデーションが２５０～３００ｎｍである液晶化合物の固定化膜を形成する。
【００４５】
長尺の光学異方性フィルム上に配向膜を形成する方法は特に制約されず、従来公知の配向
処理に準じた方法で行うことができる。
配向膜としては、通常高分子膜が用いられる。配向膜の形成に用いる高分子膜としては特
に制約されないが、光学的に等方性を有するものであるのが好ましい。高分子膜の形成に
用いる高分子としては、例えば、ポリイミド、ポリイミドアミド、ポリエーテルイミド、
ポリエステル、ポリアリレート、ポリビニルアルコール、ゼラチン等が挙げられる。また
、垂直配向膜に用いるポリマーは、２種類以上のポリマーの混合物であってもよい。
【００４６】
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配向膜に用いるポリマーの重合度は、好ましくは２００～５，０００、より好ましくは３
００～３，０００である。ポリマーの分子量は、好ましくは９，０００～２００，０００
、より好ましくは１３，０００～１３０，０００である。
【００４７】
配向処理としては、通常ラビング処理が用いられる。高分子膜をラビング処理する方法は
特に制約されず、従来公知の方法により行うことができる。例えば、レーヨン、ナイロン
等の布又はロールを用いて、高分子膜の表面を所定方向に擦する（ラビング）ことにより
高分子膜表面に配向性を付与する方法が挙げられる。また、ラビング処理以外の配向処理
としては、高分子膜上に直線偏光紫外線等の光を所定方向から照射する方法、高分子膜を
延伸する方法等が挙げられる。また、高分子膜以外に、酸化ケイ素（ＳｉＯ２）などの斜
方蒸着層等も配向膜として用いることもできる。本発明の長尺の広帯域１／４波長板原反
を効率よく連続生産する上では、高分子膜をラビング処理して得られる配向膜が好ましい
。
配向膜の厚さは、通常０．００５～１０μｍ、好ましくは０．０１～１μｍである。
【００４８】
配向処理の方向は、長尺の光学異方性フィルムの遅相軸の方向から５０～７０度、好まし
くは５５～６５度、より好ましくは５８～６２度の範囲になるようにする。配向膜上に液
晶化合物層を形成する場合、一般的に、液晶化合物の配向は配向膜の配向処理方向と一致
する。従って、２層の光学異方性層の遅相軸が所定の角度で交差する積層体を効率よく得
ることができる。
【００４９】
また、液晶化合物としてディスコティック液晶を用いる場合には、ディスコティック液晶
分子を実質的にフィルム又は積層体の面方向に対して垂直（５０度から９０度の範囲の平
均傾斜角）に配向させるのが好ましい。そのためには、配向膜を構成するポリマーの官能
基によって配向膜の表面エネルギーを低下させ、これによりディスコティック液晶化合物
を立てた状態にする必要がある。配向膜の表面エネルギーを低下させる官能基としては、
フッ素原子や、炭素原子数が１０以上の炭化水素基が好ましく例示できる。この場合、フ
ッ素原子又は炭化水素基を配向膜の表面に存在させるために、ポリマーの主鎖よりも側鎖
にフッ素原子又は炭化水素基を導入するのが好ましい。フッ素原子を含有する含フッ素ポ
リマーのフッ素原子の含有量は、好ましくは０．０５～８０重量％、より好ましくは０．
５～６５重量％、さらに好ましくは１～６０重量％である。炭化水素基としては、脂肪族
基、芳香族基又はこれらの組合せが挙げられる。脂肪族基は、環状、分岐状、直鎖状のい
ずれであってもよいが、アルキル基、シクロアルキル基、アルケニル基又はシクロアルケ
ニル基が好ましい。炭化水素基の炭素原子数は、好ましくは１０～１００、より好ましく
は１０～５０，さらに好ましくは１０～４０である。
【００５０】
また、このようなポリマーの主鎖は、ポリイミド構造又はポリビニルアルコール構造を有
するものであるのが好ましい。ポリイミドは、一般にテトラカルボン酸とジアミンとの縮
合反応により合成することができる。ポリイミドに炭化水素基を導入する場合、ポリイミ
ドの主鎖又は側鎖にステロイド構造を形成するのが好ましい。側鎖に存在するステロイド
構造は、炭素原子数が１０以上の炭化水素基に相当し、ディスコティック液晶化合物を垂
直に配向させる機能を有する。また、ポリビニルアルコールとしては、例えば、フッ素原
子を含む繰り返し単位を５～８０モルの範囲で含むフッ素変性ポリビニルアルコール、炭
素数が１０以上の炭化水素基を有する変性ポリビニルアルコールなどが挙げられる。
【００５１】
液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層を形成するには、具体的には次のように行う
ことができる。先ず、長尺の光学異方性フィルム上に、該光学異方性フィルムの長尺方向
と該光学異方性フィルムの遅相軸とのなす角度が５０～７０度となる方向に配向処理され
た配向膜を形成する。次に、液晶化合物の有機溶剤溶液を該光学異方性フィルムの配向膜
上に塗布し、加熱により溶剤を除去する。次いで、液晶化合物が液晶状態となる温度まで
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冷却することにより、液晶化合物を所定方向に配向させることができる。さらに、液晶化
合物が紫外線又は熱により重合もしくは架橋する場合には、液晶状態が保持された環境下
で重合開始剤又は架橋剤の存在下、紫外線又は熱により重合若しくは架橋することにより
、液晶化合物の固定化膜を形成することができる。
【００５２】
液晶化合物の有機溶剤溶液を調製する際に用いる有機溶剤としては、トルエン、キシレン
等の芳香族炭化水素類；アニソール、ジオキサン、テトラヒドロフラン等のエーテル類；
メチルイソブチルケトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ペンタノンなど
のケトン類；ｎ－ブタノール、２－ブタノール、シクロヘキサノール、イソプロピルアル
コール等のアルコール類；メチルセロソルブ、酢酸メチルセロソルブなどのセロソルブ類
；酢酸エチル、酢酸ブチル、乳酸メチル等のエステル類；等が挙げられる。これらは１種
単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。液晶化合物を溶解すると
きの濃度は、通常１～７０重量％、好ましくは５～５０重量％、より好ましくは１０～４
０重量％である。
【００５３】
本発明の製造方法によれば、１／２波長板と１／４波長板からなる積層体であって、それ
らのいずれか一方が熱可塑性樹脂フィルムを延伸して得られた光学異方性フィルムからな
り、他のもう一方が液晶化合物の固定化膜からなる光学異方性層である、長尺の広帯域１
／４波長板原反を効率よく製造できる。本発明の製造方法は、本発明の広帯域１／４波長
板原反の製造に好適である。
【００５４】
３）長尺の広帯域円偏光板原反
本発明の広帯域円偏光板原反は、本発明の広帯域１／４波長板原反に偏光層を積層してな
る長尺の積層体である。
本発明の広帯域円偏光板原反は、例えば、広帯域１／４波長板原反と偏光層とを、偏光層
の偏光透過軸と、広帯域１／４波長板原反を構成する１／２波長板の遅相軸のなす角度が
１０～２０度、好ましくは１３～１７度の角度で交差するように積層することにより得ら
れる。本発明の広帯域円偏光板原反において、偏光層は、広帯域１／４波長板の１／２波
長板の面側に積層される。
【００５５】
偏光層としては特に制限されず、従来公知のものを使用できる。例えば、ヨウ素系偏光フ
ィルム、二色性染料を用いる染料系偏光フィルム、ポリエン系偏光フィルム等が挙げられ
る。これらの偏光フィルムのうち、例えば、ヨウ素系偏光フィルム及び染料系偏光フィル
ムは、一般にポリビニルアルコール系フィルムを延伸し、これにヨウ素あるいは二色性染
料を吸着することによって製造できる。
偏光層の厚さは、特に制限されないが、通常２０～２５μｍ程度である。
【００５６】
ポリビニルアルコール系の偏光フィルムは、一般的にそれ自体では強度や耐久性に劣るた
め、両面にトリアセチルアセテート等のアセテート系樹脂等の樹脂からなるフィルムを保
護層として積層した偏光板として用いられる。
【００５７】
本発明の広帯域円偏光板原反は、偏光フィルムと保護層からなる長尺の偏光板と、本発明
の広帯域１／４波長板原反とをロール・トゥ・ロールで連続的に積層して得ることができ
る。また、本発明の広帯域１／４波長板原反を、偏光板の一方の保護層の代わりに用いて
、偏光フィルムと接着剤又は粘着剤層を介してロール・トゥ・ロールで積層することも可
能である。この場合、偏光板の保護層の１層を省略し、偏光板と広帯域１／４波長板原反
を積層する工程を省略することができるので、薄型化、製造の効率化の点から好ましい方
法である。
【００５８】
本発明の広帯域円偏光板原反を所定の大きさ、形状に裁断して得られる広帯域円偏光板は



(11) JP 4345312 B2 2009.10.14

10

20

30

40

50

、可視光領域全体の幅広い波長領域において、円偏光板としての機能を有することから、
反射型や半透過型液晶表示装置の偏光変換用部材、液晶表示装置やＥＬ表示装置の反射防
止用全面板などに好適に用いることができる。
【００５９】
本発明の広帯域円偏光板原反の層構造断面図を図２に示す。図２に示す広帯域円偏光板原
反（２０）は、図１に示す本発明の広帯域１／４波長板原反（１０）の１／２波長板面（
１１）側に、接着剤層（２１）を介して偏光層（２２）が積層された構造を有する。
【００６０】
接着剤層（２１）の形成に用いる接着剤は透明性に優れるものであれば特に制限されず、
公知の接着剤を用いることができる。例えば、（メタ）アクリル系ベースポリマー、ブチ
ルゴム系ベースポリマー、シリコーン系ベースポリマー等のベースポリマーを用いた接着
剤が挙げられる。
【００６１】
４）表示装置
本発明の表示装置は、本発明の広帯域円偏光板原反を所定の大きさ、形状に裁断して得ら
れた広帯域円偏光板を備えることを特徴とする。本発明の表示装置としては、反射型液晶
表示装置、半透過型液晶表示装置、透過型液晶表示装置、タッチパネルを備えた液晶表示
装置、エレクトロルミネッセンス表示装置等が挙げられる。
【００６２】
本発明の表示装置においては、広帯域円偏光板は装置に応じて適切な位置に設置される。
例えば、図３に示す反射型液晶表示装置においては、広帯域円偏光板２０ａは、上基板（
１６０）の上部に、偏光層（２２）の側を上にして設置される。
【００６３】
図３に示す反射型液晶表示装置は、下から順に、下基板（１００）、反射電極（１１０）
、下配向膜（１２０）、液晶層（１３０）、上配向膜（１４０）、透明電極（１５０）、
上基板（１６０）、広帯域１／４波長板（１０ａ）と偏光層（２２）とから構成され広帯
域円偏光板（２０ａ）からなる。下基板（１００）と反射電極（１１０）が反射板を形成
し、下配向膜（１２０）から上配向膜（１４０）が液晶セルを構成している。カラー表示
の場合には、更にカラーフィルター層を設ける。カラーフィルター層は、反射電極（１１
０）と下配向膜（１２０）との間、又は上配向膜（１４０）と透明電極（１５０）との間
に設けることができる。また、図３に示す反射電極（１１０）の代わりに、透明電極を用
いて、別に反射板を取り付けてもよい。用いる反射板としては、金属板が好ましい。反射
板の表面が平滑であると、正反射成分のみが反射されて視野角が狭くなることがある。そ
の為、反射板の表面に凹凸構造（特許２７５６２０６号など）を導入するのが好ましい。
反射板の表面が平坦である場合には、偏光膜の片側に光拡散フィルムを取り付けることも
できる。
【００６４】
５）長尺の光学素子原反
本発明の光学素子原反は、本発明の広帯域１／４波長板原反に円偏光分離層を積層してな
ることを特徴とする。
円偏光分離層は、右円偏光又は左円偏光のどちらか一方の光を反射し、他方の光を透過さ
せる性質（選択反射性又は旋光選択性）を有するものであれば、特に制約されない。なか
でも、液晶、特にグランジャン配向のコレステリック液晶が性能特性に優れるため好まし
い。
【００６５】
グランジャン配向のコレステリック液晶層（以下、単にコレステリック液晶層という）は
、液晶分子が層の面方向に配向しつつ、厚み方向に螺旋を描くような規則的なねじれ配向
を有する液晶層である。コレステリック液晶層においては、その螺旋ピッチ（液晶分子が
３６０度回転するのに必要な厚み）と液晶分子の屈折率異方性に応じて、特定の波長域で
旋光性と選択反射性という光学的性質を示すことが知られている（例えば、液晶とディス
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プレイ応用の基礎、コロナ社、ＩＳＢＮ４－３３９－００６２０－３）。さらにコレステ
リック液晶層は、入射光のうち、ねじれ方向と同方向に回転する円偏光成分を反射し、そ
の反射光の回転方向も同一方向となるのに対し，逆方向に回転する円偏光成分は透過させ
る性質を有する。
【００６６】
本発明に用いるコレステリック液晶は特に制限されない。例えば、シッフ塩基系、アゾ系
、エステル系、ビフェニル系等のネマチック液晶化合物の末端基に、光学活性２－メチル
ブチル基、光学活性４－メチルヘキシル基等の光学活性アルキル基や、光学活性２－メチ
ルブトキシ基等の光学活性アルコキシ基が結合したカイラルネマチック液晶化合物が挙げ
られる。また、コレステリック液晶としては、常温固体で、かつそのカイラルな物性を固
定できる点で、高分子コレステリック液晶も好ましい。
【００６７】
円偏光分離層は、コレステリック液晶等からなる単層でもよいが、基材と該基材上に形成
された選択反射性又は旋光選択性をもつ物質（コレステリック液晶等）の層が積層された
ものであってもよい。また、円偏光分離層は、可視光の全波長領域にわたって円偏光分離
機能を有するものが好ましい。このような円偏光分離層としては、選択的に反射する光の
中心波長が異なるコレステリック液晶層を組み合わせたもの、一つのコレステリック液晶
層からなり、厚み方向に対して螺旋のピッチが連続的に変化するもの等が挙げられる。
【００６８】
選択反射光の中心波長が異なる複数のコレステリック液晶層を積層する方法としては、例
えば、単なる重ね置き、粘着剤又は接着剤を介した接着等の方法が挙げられる。また、コ
レステリック液晶層は、各層で反射される円偏光の位相状態をそろえて各波長領域で異な
る偏光状態となることを防止し、利用できる状態の偏光を増量する観点から、同じ方向の
円偏光を反射するもの同士を組み合わせるのが好ましい。この場合には、反射光の中心波
長に基づく波長順序で各コレステリック液晶層が積層されていることが、大視野角時の波
長シフトを抑制する観点からより好ましい。
【００６９】
反射光の中心波長に基づく波長順序でコレステリック液晶層を積層する方法としては、例
えば、選択反射光の中心反射波長が４７０ｎｍ、５５０ｎｍ、６４０ｎｍ、７７０ｎｍで
あるコレステリック液晶層をそれぞれ形成し、これらのコレステリック液晶層を選択反射
光の中心波長の順序で接着剤層を介して積層する方法が挙げられる。
【００７０】
厚み方向に対して螺旋のピッチが連続的に変化するコレステリック液晶層の形成方法とし
ては、例えば、次のような方法が挙げられる。
第１は、特定波長の紫外線照射により異性化してキラル化剤となる化合物を、液晶層表面
（紫外線照射面）側から深さ方向に連続的に照射光強度が減衰するように、前記特定波長
の紫外線を照射し、キラル化剤の存在量が表面側から深さ方向に連続的に減少した状態、
すなわち、液晶の螺旋ピッチが液晶層の厚み方向に連続的に変化した状態の液晶層を得た
後、前記特定波長の紫外線とは異なる波長の紫外線を液晶層に照射して、液晶層全体を硬
化させることにより、この螺旋ピッチの傾斜的変化した状態を固定化させる方法である（
ＳＩＤ’９５，ＡｓｉａＤｉｓｐｌａｙ.,ｐ７３５（１９９５年）、液晶.,第２巻、第２
号、３２－３９頁（１９９８年）。得られるコレステリック液晶層は、深さ方向に対して
連続的に螺旋構造のピッチが変化しているものであり、可視光域すべての波長帯域で円偏
光分離機能を有する。
【００７１】
第２は、異なる反応性をもつカイラルモノマーとネマトジェニックモノマーとの混合物の
層を基板上（又は２つの平行な基板の間）に形成し、この層に対して強度が当該層にわた
って変化するような照射プロファイルで光照射・重合させて、分子螺旋のピッチがコレス
テリック規則性をもつ光学的能動層（コレステリック液晶層）を形成する方法である（特
開平６－２８１８１４号公報）。この方法は、反応性の高いモノマーは照射強度が高い位
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置に拡散し、反応性の低いモノマーは照射強度が低い位置へ拡散する現象を利用したもの
である。この方法によれば、照射強度に依存して分子螺旋のピッチが変化しているコレス
テリック液晶層を形成することができる。
【００７２】
第３は、コレステリック規則性をもつ、重合された液晶化合物の層の表面に反応性モノマ
ーの膜を形成し、この反応性モノマーが前記液晶化合物の層中に濃度勾配をもって拡散し
、次いで、前記反応性モノマーを重合する方法である（特開平６－２８１８１４号公報）
。この方法によれば、液晶化合物の層へ反応性モノマーが拡散すると、反応性モノマーの
濃度分だけ前記液晶化合物の層が膨張し、結果として反応性モノマーの濃度勾配に依存し
た分子螺旋のピッチが変化したコレステリック液晶層を得ることができる。
【００７３】
第４は、光学活性基を含有するモノマーを一成分とするコレステリック液晶ポリマーをグ
ランジャン配向して形成した非流動層を、前記光学活性基又はその連結基に対する活性物
質で複数回暴露して、前記光学活性基の含有率を厚み方向連続的に変化させることにより
、厚み方向に分子螺旋のピッチが変化したコレステリック液晶層を形成する方法である（
特開２００１－５６４０９号公報）。この方法は、例えば連結基としてシッフ塩基、ウレ
タン結合、カーボネート結合などを用いる場合には、酸（活性物質）で処理することによ
り、該連結基が容易に分解して、光学活性基が前記ポリマーからなくなること、及び前記
活性物質の暴露量は、前記コレステリック液晶ポリマーの層の表面部分では多く、深さ方
向になるに従って少なくなるという現象を利用した方法である。
【００７４】
このようにして得られる円偏光分離層の厚み（複数の層からなる場合には全体の厚み）は
、配向の乱れや透過率低下の防止、選択反射の波長範囲（反射波長域）の広さ等の観点か
ら、通常、１～５０μｍ、好ましくは２～３０μｍ、より好ましくは２～１０μｍである
。また、支持基材を有する場合には、その基材を含めた合計厚みが２０～２００μｍ、好
ましくは２５～１５０μｍ、より好ましくは３０～１００μｍである。
【００７５】
円偏光分離層は、広帯域１／４波長板原反の１／４波長板側に積層する。円偏光分離層を
広帯域１／４波長板原反と積層する方法としては、（ｘ）広帯域１／４波長板原反上に配
向膜を設け、その上に直接形成する方法、（ｙ）別のベースフィルム（剥離板）上に液晶
層を形成し、広帯域１／４波長板原反に転写する方法、（ｚ）別途用意したベースフィル
ム上に液晶層を形成し、得られた積層体を広帯域１／４波長板原反に貼り合せる方法等が
挙げられる。
【００７６】
（ｘ）の方法では、配向膜は、例えば、ポリイミド、ポリビニルアルコール、ポリエステ
ル、ポリアリレート、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド等の膜を成膜した後、レー
ヨン布等でラビング処理することにより形成できる。また、配向膜はＳｉＯ２の斜方蒸着
することにより、あるいは高分子フィルムを延伸処理することにより形成することもでき
る。
【００７７】
（ｙ）及び（ｚ）の方法で用いるベースフィルムとしては、トリアセチルセルロース、ポ
リビニルアルコール、ポリイミド、ポリアリレート、ポリエステル、ポリカーボネート、
ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、アモルファスポリオレフィン、変性アクリル系ポ
リマー、エポキシ系樹脂等の合成樹脂からなる単層又は積層のフィルム、ガラス板等が挙
げられる。薄膜化の観点からは、合成樹脂フィルムが好ましく、偏光状態の変化の防止に
より光の利用効率の向上の観点から、複屈折による位相差の小さいものが好ましい。
【００７８】
ベースフィルム上に円偏光分離層を形成する方法としては、例えば、ベースフィルム上に
、コレステリック液晶ポリマーの溶媒溶液を、スピンコート法、ロールコート法、フロー
コート法、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法
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等の公知の塗工方法で塗膜を形成し、乾燥処理する方法等が挙げられる。液晶化合物の固
定化膜の溶媒としては、例えば、塩化メチレン、シクロヘキサノン、トリクロロエチレン
、テトラクロロエタン、Ｎ－メチルピロリドン、テトラヒドロフラン等が挙げられる。
【００７９】
また、円偏光分離層を形成する方法として、コレステリック液晶化合物の固定化膜の加熱
溶融物、好ましくは等方層を呈する状態の加熱溶融物を、ベースフィルム上に、上述した
塗工方法に準じた方法により塗膜を形成し、必要に応じて溶融温度を維持しつつ、さらに
薄層に展開して固化させる方法を採用することができる。
【００８０】
コレステリック液晶層を形成するために行なう加熱処理の温度は、コレステリック液晶化
合物の固定化膜のガラス転移温度から等方相転移温度までの温度範囲、すなわちコレステ
リック液晶化合物の固定化膜が液晶を呈する温度範囲である。また、配向状態は、ガラス
転移温度未満に冷却することで固定化することができる。
【００８１】
（ｚ）の方法において、ベースフィルム上に液晶層を形成し、得られた積層体を１／４波
長板に貼り合わせる方法としては、両者を透明な接着剤等からなる接着層を介して重ね合
わせる方法が挙げられる。用いる接着剤としては、例えば、（メタ）アクリル系ベースポ
リマー、ブチルゴム系ベースポリマー、シリコーン系ベースポリマー等のベースポリマー
を用いたものが挙げられる。これらの中でも、（メタ）アクリル系ベースポリマーが好ま
しい。
円偏光分離層と広帯域１／４波長板原反とを積層するときの接着層の厚みは特に制限され
ないが、通常１～５０μｍ程度である。
【００８２】
以上のようにして得られる本発明の光学素子原反の層構成断面図を図４（ａ）～（ｃ）に
示す。図４（ａ）に示すものは、本発明の広帯域１／４波長板原反（１０）の１／４波長
板（１３）面側に、接着剤層（２１）を介して単層からなる円偏光分離層（５１）が積層
された光学素子原反（４０Ａ）である。図４（ｂ）に示すものは、広帯域１／４波長板原
反の１／４波長板（１３）面側に、接着剤層（２１）を介して、入射光に対する選択反射
の中心波長が異なる３種類のコレステリック液晶層（５１ａ、５１ｂ、５１ｃ）の積層体
からなる円偏光分離層が積層された光学素子原反（４０Ｂ）である。また、図４（ｃ）に
示すものは、広帯域１／４波長板原反（１０）の１／４波長板（１３）面側に、螺旋のピ
ッチが厚さ方向に対して連続的に変化する構造をもつコレステリック液晶層（５１ｄ）が
接着剤層（２１）を介して積層した光学素子原反（４０Ｃ）である。
【００８３】
本発明の光学素子原反は、用途に応じて、さらに入射面側に拡散層やプリズム層、レンズ
層等の他の機能を有する層を、入射面側や出射面側に積層することができる。拡散層、プ
リズム層及びレンズ層は特に制限されず、従来公知の方法で形成することができる。
【００８４】
本発明の光学素子原反を所定の大きさ、形状に裁断して得られた光学素子は、サイドライ
ト型導光板等の適宜な面光源とを組み合わせて用いることにより、円偏光分離層による反
射円偏光を偏光解消して、出射光として再利用することで反射ロスをなくすことができる
。また、その出射光を円偏光分離層に積層した広帯域１／４波長板を介して位相制御し、
偏光板透過性の直線偏光成分を豊富に含む状態に変換することで、偏光板による吸収ロス
を防止して輝度の向上を図ることができる。
【００８５】
６）偏光光源装置
本発明の偏光光源装置は、本発明の光学素子原反を所定の大きさ、形状に裁断して得られ
た光学素子を備えることを特徴とする。本発明の偏光光源装置は、光反射層、光源及び本
発明の光学素子を備え、光源から発した光が光学素子の円偏光分離層側から入射し、円偏
光分離層で反射した反射円偏光を光反射層で反射し、光学素子に再入射するように、光反
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射層、光源及び光学素子を配置してなるのが好ましい。
【００８６】
本発明の偏光光源装置の例を図５に示す。図５中、６１は光源、７１は光源ホルダー、８
１は導光板、９１は反射層、４０ａは円偏光分離層３１と広帯域１／４波長板原反１０と
を積層してなる長尺の光学素子原反を裁断して得られた光学素子、２２ｂは偏光板である
。側面に配置された光源（６１）からの光は導光板（８１）に入射し、上方（円偏光分離
層３１側）に出射する。円偏光分離層（３１）に入射した光は、左右いずれか一方の円偏
光が透過し、他方の円偏光は反射して導光板（８１）に再入射する。導光板（８１）に再
入射した光は、下面の反射層（９１）で反射して再び円偏光分離層（３１）に入射し、透
過光と反射光に再度分離される。これにより、光源（６１）から出射した光の有効利用が
図られ、輝度向上の効果を得ることができる。
【００８７】
光源（６１）としては特に制限されず、従来公知のものを用いることができる。導光板（
８１）としては、その形状が入射面に対向する側端部の厚さが入射面のそれよりも薄い形
状のもの（くさび型）が好ましい。また、出射面よりの出射効率に優れ、その出射面に対
する垂直性に優れて出射光の有効利用を図ること等の観点から、微細なプリズム状凹凸を
有する構造のものが好ましい。導光板（８１）は、ノルボルネン系重合体、ポリメチルメ
タクリレート、ポリカーボネート、ポリスチレン等の透明性を有する材料で形成すること
ができる。反射層（９１）は、メッキ層、金属蒸着層、金属箔、金属蒸着シート、メッキ
シート等により適宜に形成することができる。また、反射層（９１）は、導光板の対向面
に一体化されていてもよいし、反射シート等として導光板と重ね合わせて形成することも
できる。
【００８８】
本発明の偏光光源装置は、本発明の光学素子を有しているので、優れた輝度向上効果を奏
し、かつ、この輝度向上効果を長期にわたって安定して発揮することができる。
【００８９】
７）液晶表示装置
本発明の液晶表示装置は、本発明の偏光光源装置を備えることを特徴とする。液晶表示装
置は、一般に、液晶シャッターとして機能する液晶セルとそれに付随する駆動装置、偏光
板、バックライト、及び必要に応じて補償用位相差板等の構成部品を組み合わせることに
より製造することができる。本発明の液晶表示装置は、本発明の偏光光源装置を用いる点
を除いて特に限定はなく、従来法に準じた方法により製造することができる。用いる液晶
モードは特に限定されない。液晶モードとしては、例えば、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅ
ｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＨＡＮ（
Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型等が挙げられる。
【００９０】
また、液晶表示装置を構成する液晶セルは特に制限されず、従来公知のものを使用できる
。例えば、薄膜トランジスタ型に代表されるアクティブマトリクス駆動型のもの、ツイス
トネマチィック型やスーパーツイストネマチィック型に代表される単純マトリクス駆動型
のもの等の適宜なタイプの液晶セルが挙げられる。
【００９１】
本発明の液晶表示装置の例を図６に示す。図６に示す液晶表示装置は、本発明の偏光光源
装置をバックライトシステムに用いている。図６中、３２は液晶表示セル、２２ｂは偏光
板、９２ａ、９２ｂは拡散板である。なお、拡散板（９２ａ，９２ｂ）は省略することも
できる。また、広帯域１／４波長板（１０ａ）と液晶表示セル（３２）との間に偏光板を
さらに設置してもよい。図中、拡散板（９２ａ、９２ｂ）は特に制限されず、従来公知の
ものを使用することができる。
【００９２】
本発明の液晶表示装置は、本発明の光学素子を有する偏光光源装置を備えているので、優
れた輝度向上効果が得られ、かつ、この輝度向上効果を長期にわたって安定して発揮する
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ことができる。
【００９３】
【実施例】
以下、実施例及び比較例により本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施
例により何ら限定されるものではない。
レターデーション値、偏光特性については自動複屈折計（王子計測器社製、ＫＯＢＲＡ－
２１）を用いて測定した。
フィルムの残留揮発性成分量については、ガスクロマトグラフィーを用いて測定し、沸点
１５０℃以下の成分の合計量として計算した。
【００９４】
（製造例１）
脂環式構造含有重合体樹脂（ＺＥＯＮＯＲ　１４２０、日本ゼオン社製；Ｔｇ１３５℃、
飽和吸水率０．０１％以下）のペレットを、空気を流通させた熱風乾燥器を用いて７０℃
で２時間乾燥した後、６５ｍｍφのスクリューを備えた樹脂溶融混練機を有するＴダイ式
フィルム溶融押出し成形機を使用し、溶融樹脂温度２７０℃、Ｔダイの幅５００ｍｍの成
形条件で、厚さ１００μｍ、長さ３００ｍのフィルムを押出成形した。
【００９５】
（製造例２）
製造例１で得られたフィルムを図７に示すテンター延伸装置に導入し、延伸温度１３５℃
、延伸倍率１．５倍で連続的に斜め延伸を施して、フィルムの幅方向と延伸配向方向との
なす角度が平均１５度の延伸フィルムを作成した。この延延伸装置は、左右のフィルム保
持手段（２００）を同じ速度で移動させつつ、その軌跡を左右で非対称にすることにより
、フィルム（１９０）の幅方向から延伸配向方向を傾斜させることを可能にしている。得
られたフィルムを左右両端１５ｃｍ幅の部分を切断して除き、幅４５ｃｍ、長さ２００ｍ
の長尺の延伸フィルムを得た。得られた延伸フィルムの残留揮発性成分量は０．０１重量
％以下であった。このフィルムの波長５５０ｎｍで測定したレターデーションは２７５ｎ
ｍであり、波長５５０ｎｍで１／２波長板の機能を有するものであった。波長４５０ｎｍ
で測定したレターデーションは２６６．３ｎｍであって、波長４５０ｎｍのレターデーシ
ョン値〔Ｒｅ（４５０）〕と波長５５０ｎｍのレターデーション値〔Ｒｅ（５５０）〕と
の比Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）は１．００５であった。また、遅相軸とフィルム幅
方向とのなす角度は平均１５度であった。このフィルムを以下１／２波長板（Ａ）という
。
【００９６】
（実施例１）広帯域１／４波長板原反の製造
製造例２で得られた１／２波長板（Ａ）の片面に対し、コロナ放電処理装置を用いて連続
的にコロナ放電処理を行った。次いでコロナ放電処理した面に、ステロイド変性ポリアミ
ック酸の希釈液を１μｍの厚さに塗布した。塗布層を６０℃の温風で連続的に乾燥（平均
処理時間が２分間になるように調整）し、次いで連続ラビング装置を用いて、フィルムの
幅方向とラビング方向とのなす角度が７５度になるようにラビング処理を行って、垂直配
向膜を形成した。
【００９７】
垂直配向膜の上に、下記化学式１に示すディスコティック液晶性化合物（１）３２．６重
量％、セルロースアセテートブチレート０．７重量％、変性トリメチロールプロパントリ
アクリレート（２）３．２重量％、増感剤（３）０．４重量％、光重合開始剤（４）１．
１重量％、及びメチルエチルケトン６２．０重量％を含む硬化性組成物を、ダイコーター
を用いて１．３μｍの厚さに連続的に塗布すると共に、引き続き５００ｗ／ｃｍ２の照度
の水銀ランプで連続的に紫外線を照射（平均照射時間３秒に調整）して、液晶化合物の固
定化膜を形成した。このようにして、長尺の広帯域１／４波長板原反（Ｂ）を得た。
【００９８】
【化１】
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【００９９】
得られた広帯域１／４波長板から、部分的に光学異方性フィルム層を削り落として、液晶
化合物の固定化膜の部分だけを取り出した。この部分のレターデーション値は波長５５０
ｎｍで１３７．５ｎｍ、遅相軸の方向と幅方向とのなす角度は７５度であった。
【０１００】
得られた広帯域１／４波長板原反（Ｂ）は、波長４５０ｎｍにおけるレターデーション値
が１１０．３ｎｍ（Ｒｅ／λ≒０．２４３）、波長５５０ｎｍにおけるレターデーション
値が１３７．５ｎｍ（Ｒｅ／λ≒０．２５０）、波長６５０ｎｍにおけるレターデーショ
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ン値が１５６．０ｎｍ（Ｒｅ／λ≒０．２４０）であり、広い波長領域において、１／４
波長の位相差を与えるものであった。
【０１０１】
（実施例２）広帯域円偏光板原反の製造
上記で得た長尺の広帯域１／４波長板原反（Ｂ）と、長尺の直線偏光板（幅方向が偏光透
過軸）とを、粘着剤層を介してロール・トゥ・ロールで貼り合わせ、長尺の広帯域円偏光
板原反を得た。このとき、直線偏光板と貼り合わせるのは広帯域１／４波長板原反（Ｂ）
の１／２波長板（Ａ）側である。得られた広帯域円偏光板の偏光特性を測定したところ、
波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６５０ｎｍにおいて、ほぼ完全な円偏光が達成されていた
。
【０１０２】
（実施例３）反射型液晶表示装置の製造
上記で得た広帯域円偏光板原反を、チップに切り出し、裏面に反射板を有する液晶表示素
子上に、広帯域１／４波長板原反（Ｂ）側の面が該液晶表示素子に対面するように設置し
て反射型液晶表示装置を製造した。
反射型液晶表示装置に表示される画像を観察したところ、全面を白表示とした場合に表示
に着色は見られず、全面を黒表示とした場合にも光漏れや着色は見られず、良好なカラー
バランスとコントラストを有するものであった。
【０１０３】
（製造例３）コレステリック液晶性共重合体１の製造
下記化学式（１－ａ）で表されるモノマー８２ミリモルと化学式（１－ｂ）で表されるモ
ノマー１８ミリモルをテトラヒドロフラン４３ｍｌに加熱溶解させ、５５～６０℃に安定
させて、反応器内部を窒素ガスで置換し、酸素不存在下にアゾビスイソブチロニトリル３
ミリモルを溶解したテトラヒドロフラン溶液５ｍｌを滴下して６時間重合処理し、その反
応液をジエチルエーテル３００ｍｌ中に撹拌下に徐々に注いで白色ポリマーの沈殿物を得
、それを遠心分離後乾燥してさらに２回再沈精製して、重量平均分子量７０００の共重合
体１を得た。この共重合体１は、ガラス転移温度が８８℃で、等方相転移温度が２２５℃
であり、その間の温度でコレステリック構造を示すものであった。
【０１０４】
【化２】

【０１０５】
（製造例４）コレステリック液晶性共重合体２の製造
前記化学式（１－ａ）のモノマー８８ミリモル、化学式（１－ｂ）のモノマー１２ミリモ
ルの割合で用いたほかは、上記製造例３と同様にして重量平均分子量７５００の共重合体
２を得た。この共重合体２は、ガラス転移温度が９２℃で、等方相転移温度が２４０℃で
あり、その間の温度でコレステリック構造を示すものであった。
【０１０６】
（実施例４）光学素子原反の製造
実施例１で得た長尺の広帯域１／４波長板原反（Ｂ）の１／４波長板側に、ポリビニルア
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ルコールの水／メタノ一ル溶液をダイコーターを用いて連続的に塗布し、塗布層を６０℃
の温風で連続的に乾燥（平均処理時間が４分間になるように調整）し、次いで連続ラビン
グ装置を用いて、フィルムの長手方向とラビング方向が平行になるようにラビング処理を
行って、厚さ０．５μｍの配向膜を形成した。
【０１０７】
次に、この配向膜上に、製造例３で得た共重合体１の１０重量％塩化メチレン溶液をダイ
コーターにて連続的に塗布し、乾燥後１２５℃で連続的に加熱配向処理（処理時間が１５
分間になるように調整）した後、室温まで冷却して液晶ポリマーの配向をガラス状態に固
定化した。この液晶ポリマーの厚みは２μｍであった。次いで共重合体１及び２の重量比
１：１の混合物、共重合体２の層を、上記と同様にして形成し、配向を固定化した。
得られた積層体のコレステリック液晶層側から光を照射し、反射光の偏光特性を測定した
ところ、波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６５０ｎｍにおいて、ほぼ完全な左円偏光であっ
た。また、透過光は波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６５０ｎｍにおいてほぼ強度の等しい
直線偏光であった。このようにして、広帯域１／４波長板と広帯域円偏光分離層からなる
、長尺の光学素子原反（Ｃ）を得た。
【０１０８】
（実施例６）液晶表示用バックライト装置の製造
次に、微細プリズム構造を形成した導光板の側面に直径３ｍｍの冷陰極管を配置し、銀蒸
着のポリエステルフィルムからなる光源ホルダにて陰極管を包囲し、導光板の下面に銀蒸
着のポリエステルフィルムからなる反射シートを配置してなるサイドライト型面光源装置
を用意した。
【０１０９】
次いで、この面光源装置の導光板の上面に、シリカ粒子を含有し、表面が微細凹凸構造の
拡散シートを配置し、その上に実施例５で得られた光学素子原反を裁断して得られた光学
素子を配置したバックライト装置を用意した。このバックライト装置は、正面輝度にはム
ラがなく、面全体に均一な出光をしていた。また、出射光に色つきは見られず、均一な白
色光であった。
また、このバックライト装置について、波長４００～７００ｎｍで正面出射光に対する平
均偏光度を測定したところ、９４％であった。光源の利用率は，本発明の光学積層体の代
わりに偏光板を単独で使用した場合の１．６倍であった。
【０１１０】
【発明の効果】
本発明によれば、広い波長領域において１／４波長の位相差を与えることができるととも
に、ロール・トゥ・ロール方式での製造が可能であって、生産効率に優れ、かつ、原材料
の有効利用が図れる広帯域１／４波長板原反及びその製造方法が提供される。
本発明によれば、長尺の広帯域１／４波長板原反を有する、生産効率に優れた長尺の円偏
光板原反が提供される。
また、本発明によれば、円偏光分離層と本発明の広帯域１／４波長板原反とを積層してな
る光学積層体である光学素子原反、並びにこの光学素子原反を裁断して得られ、優れた輝
度向上効果を発揮し、かつ、長期にわたって安定した輝度向上効果を発揮する光学素子を
備える偏光光源装置及び液晶表示装置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の広帯域１／４波長板原反の層構造断面図である。
【図２】本発明の広帯域円偏光板原反の層構造断面図である。
【図３】本発明の広帯域円偏光板を備えた反射型液晶表示装置の層構成断面図である。
【図４】本発明の光学積層体の層構成断面図である。（ａ）は、円偏光分離層が１層であ
る例、（ｂ）は円偏光分離層が３層からなる例、（ｃ）は、円偏光分離層が、螺旋のピッ
チが厚さ方向に対して連続的に変化する構造をもつコレステリック液晶層からなる例であ
る。
【図５】本発明の偏光光源装置の層構成断面図である。
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【図６】本発明の液晶表示装置の層構成断面図である。
【図７】実施例で用いた延伸装置の概念図である。
【符号の説明】
１０…広帯域１／４波長板原反、１０ａ…広帯域１／４波長板、１１…熱可塑性樹脂を延
伸して得られた光学異方性フィルムからなる１／２波長板、１２…配向膜、１３…液晶化
合物の固定化膜の層からなる１／４波長板、２０…広帯域円偏光板原反、２０ａ…広帯域
円偏光板、２１…接着剤層、２２…偏光層、２２ｂ…偏光板、３１…円偏光分離層、３２
…液晶表示セル、３３ａ，３３ｂ…偏光膜、３３ｃ…偏光板、４０Ａ，４０Ｂ，４０Ｃ…
光学素子原反、４０ａ…光学素子、５１ａ、５１ｂ，５１ｃ，５１ｄ…コレステリック液
晶層、６１…光源、７１…光源ホルダー、８１…導光板、９１…反射層、９２ａ，９２ｂ
…拡散板、１００…下基板、１１０…反射電極、１２０…下配向膜、１３０…液晶層、１
４０…上配向膜、１５０…透明電極、１６０…上基板、１７０…フィルム、２００…フィ
ルム保持手段

【図１】

【図２】

【図３】
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